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平成 28年 10月 19日 

各 位 

会 社 名   リンテック株式会社 

代表者名   代表取締役社長 西尾 弘之 

（コード：7966、東証第１部） 

問合せ先   執行役員経営企画室長 星川 洋平 

（TEL．03－5248－7731） 

 

米国 VDI, LLC社の買収(子会社化)に関するお知らせ 

 

 当社は、米国の機能性フィルムメーカーであるVDI, LLC（本社：米国ケンタッキー州、以下「VDI社」と

いう）の全持分を取得することについてVDI社と協議してまいりましたが、本日開催の取締役会において、

当社の米国持株会社である LINTEC USA Holding, Inc.（本社：米国マサチューセッツ州、当社 100％子会

社）を通じて VDI 社の全持分を取得することを決議し、平成 28 年 10 月 28 日（現地時間）に VDI 社出資者

と譲渡契約を締結することといたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．持分の取得の理由 

当社グループは、2014 年 4 月にスタートさせた 3 か年の中期経営計画「LIP-2016」において「攻めの

経営と間断なきイノベーションで成長軌道を取り戻す」ことを基本方針に掲げており、今後も経済発展が

見込まれる国や地域で事業規模を拡大するための「グローバル展開のさらなる推進」や、事業戦略をス

ピーディーに実現するための「戦略的M&Aの推進」といった重点テーマに取り組んでまいりました。 

VDI 社は、米国・ケンタッキー州に製造拠点を持ち、国内外に向けて金属蒸着フィルムやスパッタリン

グフィルムなどの機能性フィルムの製造・販売を行っております。 

VDI 社の買収により、当社グループが製造するウインドーフィルムをはじめとする機能性フィルムとの

相乗効果が期待でき、今後の事業拡大と業績向上に大きく貢献するものと判断いたしました。これまで当

社グループにはなかった同社の優れたメタライジング技術を生かし、新たな分野での事業展開につなげて

いく考えです。 

 

 

２．異動する子会社の概要 

(1) 名 称 VDI, LLC 

(2) 所 在 地 Louisville, Kentucky  U.S.A. 

(3) 代表者の役職・氏名 President：  David Bryant 

(4) 事 業 内 容 機能性フィルムの製造・販売 

(5) 資 本 金 5,525千 US$ （2015年 12月 31日時点のTotal Member’s Equity）※ 

(6) 設 立 年 月 日 2001年 8月 7日 

(7) 出資者及び持分比率 David Bryant： 100％ 

(8) 
当 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 
資本関係、人的関係及び取引関係はありません。 
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(9) 当該会社の最近２年間の経営成績及び財政状態 

 決 算 期 2014年 12月期 2015年 12月期 

 純 資 産 5,711千 US$ 5,525千 US$ 

 総 資 産 12,615千 US$ 12,676千 US$ 

 売 上 高 11,689千 US$ 13,090千 US$ 

 営 業 利 益 1,501千 US$ 1,498千 US$ 

 当 期 純 利 益 1,272千 US$ 1,265千 US$ 

※本件買収後のVDI社の資本金の金額は持分売買代金相当額となり、同社は当社の特定子会社に該当するこ 

ととなります。 

 

 

３．持分取得の相手先の概要 

(1) 氏 名 David Bryant 

(2) 住 所 米国 フロリダ州 

(3) 
当 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
資本関係、人的関係及び取引関係はありません。 

 

 

４．取得持分割合及び取得前後の所有持分割合の状況 

(1) 異動前の所有持分割合 ―  

(2) 取 得 持 分 割 合 100％  

(3) 取 得 価 額 
VDI社持分売買代金  

アドバイザリー費用等 

約 26百万US$ 

約  0百万 US$ 

(4) 異動後の所有持分割合 100％  

 

 

５．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 平成28年 10月 19日 

(2) 持 分 譲 渡 契 約 締 結 日 平成28年 10月 28日（現地時間）予定 

(3) クロージング(持分取得日) 平成 28年 10月 28日（現地時間）予定 

 

 

６．今後の見通し 

本件買収による当社の平成 29 年 3 月期の連結業績に与える影響につきましては、今後精査を行い、

業績予想の修正等、開示すべき事項が発生した場合は速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 


